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鶏肉に関連する食中毒の概要

とその対応について

資料３
肉用鶏の衛生水準の向上等
に関する検討会（第1回）



※令和5年の事件数は1,021件、患者数は11,803人
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食中毒事件の発生状況
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アニサキス、カンピロバクターとノロウイルスの発生件数が多い
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病因物質別の事件数の推移
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腸炎ビブリオ 病原大腸菌

ウエルシュ菌 カンピロバクター
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サルモネラ食中毒について

鶏卵に関して、生産段階及び加工流通過程で総合的な対策をとっており、平成11年を

ピークとして、以降サルモネラの食中毒は減少し、近年は年間概ね30件程度の事件数で推移。

【サルモネラ食中毒の特徴】
動物の腸管、自然界（川、下水、湖など）に広く分布。生肉、特にサルモネラ・エンテリティディス

（SE）は鶏肉と卵を汚染することが多い。

【サルモネラ食中毒の発生状況】
【サルモネラ・エンテリティデス
（SE）対策】

平成10年11月
・液卵の規格基準、鶏卵の表示基準
を策定（平成11年11月施行）

・卵選別包装施設の衛生管理
要領及び家庭における注意
事項を策定

平成17年１月
・鶏卵のサルモネラ総合対策指針を
策定（農林水産省）
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件
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平成

（資料出所）厚生労働省「食中毒統計調査」
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平成12年以降は事件数が減少し、近年は年間概ね30件程度
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カンピロバクター食中毒について

カンピロバクター食中毒は、ノロウイルスと並んで食中毒事件数が高い値で推移している。
細菌性食中毒による年間発生件数の約６０％を占める。

【カンピロバクター食中毒の特徴】
家畜、家禽類の腸管内に生息し、食肉（特に鶏肉）、臓器や飲料水を汚染する。菌は乾燥にきわめて弱く、

通常の加熱料理で死滅する。潜伏期は１～７日で主症状は、発熱、倦怠感、頭痛、吐き気、腹痛、下痢、血
便等。少ない菌量でも発症。一般的に予後は良好だが、感染後にギランバレー症候群を発症することがある。

カンピロバクター食中毒の多数の事案で生または加熱不十分な鶏肉料理が提供されている。

【カンピロバクター食中毒の発生状況】

・食鳥処理場の構造設備の基準、衛
生的管理の基準を設定（平成３年）

・鶏肉の流通過程における加熱用で
ある旨の情報伝達の重要性について、
自治体及び関係団体に通知（平成
29年） 

・事案の悪質性、組織性、緊急性、
広域性等を総合的に勘案し、カンピ
ロバクター食中毒を発生させた関係
事業者に対し告発等、厳正な措置を
講じるよう自治体に通知（平成30
年）
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（資料出所）厚生労働省「食中毒統計調査」
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カンピロバクター食中毒防止対策（流通対策）
（平成29年３月31日付け健生食監発0331第３号）

飲食店で提供された生又は加熱不十分な鶏肉を原因とするカンピロバクター食中毒事件が
多数を占めるため、平成２９年３月の食中毒部会における飲食店営業者に対して鶏肉の客へ
の提供に当たって加熱調理が必要である旨の情報伝達が重要との議論を踏まえ、以下の対
策を図るよう自治体に要請。

１. 食鳥処理業者、卸売業者、飲食店業者等は、加熱が必要である旨の情報を確実に伝達
するよう措置すること。

２.飲食店において発生したカンピロバクター食中毒が、生又は加熱不十分な鶏肉の提供が
原因と特定又は推定（原因となった食事に含まれる場合を含む。）される場合、

・「加熱用」等の表示がない場合
→食鳥処理業者、卸売業者に対して、当該表示等の徹底を指導。

・「加熱用」等の表示がある場合
→飲食店営業者に対して、加熱用の鶏肉の生又は加熱不十分な状態での提供の中止を直ち
に指導するとともに、定期的に当該業者に対する重点的な監視を行う等厳正に対応すること。

一般社団法人日本食鳥協会にも情報伝達の取り組みの推進が図られるよう協力を要請
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カンピロバクター食中毒防止対策（告発）
（平成30年3月29日付け 薬生食監発0329第5号 概要）

飲食店等で発生したカンピロバクター食中毒の約半数の事例では、仕入れ品に加熱用表示があ
るにもかかわらず、生又は加熱不十分な鶏肉を客へ提供していたことが判明。

今後の対応として、過去の食中毒事例も踏まえつつ、事案の悪質性、組織性、緊急性、広域性等
を総合的に勘案し、カンピロバクター食中毒を発生させた関係事業者に対する告発の必要性が確
認されている。

１. 加熱用鶏肉であることを認識しつつも、生食等料理を提供したことにより、カンピロバクター食
中毒を繰り返し発生させた場合。

２. 広域的に事業を展開するフランチャイズチェーン店において、一括仕入れする鶏肉が加熱用で

あることを認識しつつも、チェーンの複数店舗で生食等料理を提供し、カンピロバクター食中毒を広
域的に発生させた場合

以下に該当する事案を発生させた事業者に対し、「消費生活事犯対策ワーキングチームの検討結
果について」（平成21年7月7日付け食安監発0707第4号)に基づき、警察等との連携や告発等、厳
正に対応すること
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食鳥処理工程における微生物汚染低減策（事例集）

○厚生労働科学研究補助金「食鳥肉におけるカンピロバクター汚染のリスク
管理に関する研究」
食鳥中抜きとたい（ブロイラー）に対する各種殺菌剤処理による微生物の汚染低減効果を測定

殺菌剤：過酢酸製剤、亜塩素酸ナトリウム、次亜塩素酸ナトリウム

（陰性対象：水道水、pH2.5調整水道水）

処理方法：殺菌剤を添加した冷水への浸漬

（30分、過酢酸製剤は10分と20分も追加）

微生物：一般細菌数、腸内細菌科菌群数、大腸菌群数、大腸菌数、カンピロバクター・ジェジュニ菌数

【結果】

・いずれの微生物も、過酢酸製剤50ppm以上（大腸菌数及びカンピロバクター・ジェ
ジュニ菌数は25ppm以上）で水道水に比べて有意な低減を示した。

・亜塩素酸ナトリウム（10、50及び150ppm）及びpH2.5調整水道水は、水道水に比
べて有意な低減を示した。

・カンピロバクタージェジュニ菌数は、過酢酸製剤50ppmに10分、20分、30分浸漬
することで、水道水及び次亜塩素酸ナトリウム100ppm（30分）に比べて有意な低
減を示した。

参照：厚生労働科学研究補助金事業及び食鳥肉の汚染低減実証事業により得られた食鳥処理工程における微
生物 汚染低減策に関する事例集 URL：https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000511128.pdf 8

（平成３１年3月１１日付け 薬生食監発0311第４号 概要）

食鳥処理場及び食肉処理施設における微生物（カンピロバクター等）汚染低減の目的で実施



食品関係事業者及び消費者への啓発活動①
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地方自治体において、食品営業施設に対して、立入検査や収去
検査等の監視指導を定期的に実施。
夏期（細菌性食中毒等の発生防止）及び年末（食品流通量の増加、
冬期の食中毒等の発生防止）には食品営業施設に対する全国一斉
取締りを実施し監視指導を強化。



食品関係事業者及び消費者への啓発活動②

厚生労働省食品安全情報X（令和６年８月） 広報誌「厚生労働」令和６年５月号
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